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議　　案　　目　　録 

 

承認第1号 専決処分事項の承認について(令和8年度橋本市一般会計 

 補正予算(第4号)) ････P4 

認定第1号 令和7年度橋本市一般会計決算の認定について ････P10 

認定第2号 令和7年度橋本市国民健康保険特別会計決算の認定につい 

 て ････P11 

認定第3号 令和7年度橋本市駐車場事業特別会計決算の認定について 

  ････P12 

認定第4号 令和7年度橋本市墓園事業特別会計決算の認定について 

  ････P13 

認定第5号 令和7年度橋本市介護保険特別会計決算の認定について 

  ････P14 

認定第6号 令和7年度橋本市後期高齢者医療特別会計決算の認定につ 

 いて ････P15 

認定第7号 令和7年度橋本市工業団地造成事業特別会計決算の認定に 

 ついて ････P16 

認定第8号 令和7年度橋本市水道事業会計決算の認定について ････P17 

認定第9号 令和7年度橋本市下水道事業会計決算の認定について 

  ････P18 

認定第10号 令和7年度橋本市病院事業会計決算の認定について ････P19 

議案第1号 令和8年度橋本市一般会計補正予算(第5号)について 

  ････P20 

議案第2号 令和8年度橋本市国民健康保険特別会計補正予算(第1号) 

 について ････P26 
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議案第3号 令和8年度橋本市介護保険特別会計補正予算(第1号)につ 

 いて ････P30 

議案第4号 令和8年度橋本市工業団地造成事業特別会計補正予算(第 

 1号)について ････P35 

議案第5号 令和8年度橋本市水道事業会計補正予算(第1号)について 

  ････P39 

議案第6号 令和8年度橋本市下水道事業会計補正予算(第1号)につい 

 て ････P42 

議案第7号 橋本市立中学校の部活動地域展開推進協議会条例について 

  ････P44 

議案第8号 橋本市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例につ 

 いて ････P47 

議案第9号 橋本市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 

 の一部を改正する条例について ････P49 

議案第10号 橋本市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

 について ････P52 

議案第11号 橋本市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条 

 例について ････P54 

議案第12号 橋本市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

 について ････P56 

議案第13号 市道路線の認定について ････P58 

議案第14号 市道路線の変更について ････P60 

議案第15号 工事請負契約の締結について ････P62 

選第1号 人権擁護委員候補者の推薦について ････P63 
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承認第 1号 

 

 

 

 

専決処分事項の承認について 

 

 

 

　令和 8 年度橋本市一般会計補正予算(第 4 号)について、急施を要するため、

地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1 項の規定に基づき、別紙のと

おり市長において専決処分したので、同条第 3 項の規定により議会に報告し、

承認を求める。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 
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専決処分について 

 

 

 

　下記のとおり令和 8 年度橋本市一般会計補正予算(第 4 号)について、急施を

要するため、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 179 条第 1 項の規定により

市長において専決処分する。 

 

 

 

令和 8年 6月 29 日　専決 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 
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令和８年度　橋本市一般会計補正予算（第４号）  

 

令和８年度橋本市の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところ

による。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 11,906 千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 32,424,650 千円とする。 

 

２　歳入歳出補正予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第２条　地方債の変更は、「第２表　地方債補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年６月２９日　専決  

橋本市長　　平　木　哲　朗　　  
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

137,8132,270135,54313 分 担 金 及 び 負 担 金

6,4822,2704,2121 分 担 金

2,602,6981,7502,600,94816 県 支 出 金

914,8491,750913,0992 県 補 助 金

3,451,4551,0863,450,36919 繰 入 金

3,423,6481,0863,422,5622 基 金 繰 入 金

1,516,6006,8001,509,80022 市 債

1,516,6006,8001,509,8001 市 債

32,424,65011,90632,412,744歳 入 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

1,108,6484,9001,103,7486 農 林 水 産 業 費

1,021,3424,9001,016,442 1 農 業 費

7,0097,006311 災 害 復 旧 費

5,6085,6062 1 農 林 水 産 施 設 災 害 復 旧 費

1,4011,4001 2 公 共 土 木 施 設 災 害 復 旧 費

32,424,65011,90632,412,744歳 出 合 計
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起　債　の　目  的 限 度 額 起債の方法

千円

災 害 復 旧 事 業 2,500

緊 急 浚 渫 推 進 事 業 800

限 度 額 起債の方法 限 度 額 起債の方法

千円 千円

地 域 活 性 化 事 業 36,900

証書借入
又　　は
証券発行 37,600

緊急自然災害防止対策事業 11,300 14,100

第２表　地方債補正

（追     加）

利   率 償還の方法

（変     更）

補　　　　正　　　　前 補　　　　正　　　　後

利   率 償還の方法 利   率 償還の方法

証書借入
又　　は
証券発行

 5.0％　以内
ただし、利率見直し方
式で借り入れる公的資
金について、利率の見
直しを行った後におい
ては、当該見直し後の
利率。

借入先の融通条件による。
ただし、市財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を
短縮もしくは繰上償還又は
低利に借換えることができ
る。

起　債　の　目  的

 5.0％　以内
ただし、利率見直し方
式で借り入れる公的資
金について、利率の見
直しを行った後におい
ては、当該見直し後の
利率。

借入先の融通条件による。
ただし、市財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を
短縮もしくは繰上償還又は
低利に借換えることができ
る。

証書借入
又　　は
証券発行

 5.0％　以内
ただし、利率見直し方式
で借り入れる公的資金に
ついて、利率の見直しを
行った後においては、当
該見直し後の利率。

借入先の融通条件による。
ただし、市財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を
短縮もしくは繰上償還又は
低利に借換えることができ
る。
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認定第 1号 

 

 

 

 

令和 7年度橋本市一般会計決算の認定について 

 

 

 

　令和 7年度橋本市一般会計決算を、別冊のとおり議会の認定を求める。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 

 

-10-



認定第 2号 

 

 

 

 

令和 7年度橋本市国民健康保険特別会計決算の認定について 

 

 

 

　令和 7 年度橋本市国民健康保険特別会計決算を、別冊のとおり議会の認定を

求める。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 
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認定第 3号 

 

 

 

 

令和 7年度橋本市駐車場事業特別会計決算の認定について 

 

 

 

　令和 7 年度橋本市駐車場事業特別会計決算を、別冊のとおり議会の認定を求

める。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 
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認定第 4号 

 

 

 

 

令和 7年度橋本市墓園事業特別会計決算の認定について 

 

 

 

　令和 7 年度橋本市墓園事業特別会計決算を、別冊のとおり議会の認定を求め

る。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 
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認定第 5号 

 

 

 

 

令和 7年度橋本市介護保険特別会計決算の認定について 

 

 

 

　令和 7 年度橋本市介護保険特別会計決算を、別冊のとおり議会の認定を求め

る。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 
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認定第 6号 

 

 

 

 

令和 7年度橋本市後期高齢者医療特別会計決算の認定について 

 

 

 

　令和 7 年度橋本市後期高齢者医療特別会計決算を、別冊のとおり議会の認定

を求める。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 
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認定第 7号 

 

 

 

 

令和 7年度橋本市工業団地造成事業特別会計決算の認定について 

 

 

 

　令和 7 年度橋本市工業団地造成事業特別会計決算を、別冊のとおり議会の認

定を求める。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 

 

-16-



認定第 8号 

 

 

 

 

令和 7年度橋本市水道事業会計決算の認定について 

 

 

 

　令和 7年度橋本市水道事業会計決算を、別冊のとおり議会の認定を求める。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 
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認定第 9号 

 

 

 

 

令和 7年度橋本市下水道事業会計決算の認定について 

 

 

 

　令和 7 年度橋本市下水道事業会計決算を、別冊のとおり議会の認定を求める。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 
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認定第 10 号 

 

 

 

 

令和 7年度橋本市病院事業会計決算の認定について 

 

 

 

　令和 7年度橋本市病院事業会計決算を、別冊のとおり議会の認定を求める。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 
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議案第 1号 

 

 

 

 

令和 8年度橋本市一般会計補正予算(第 5号)について 

 

 

 

　令和 8 年度橋本市一般会計補正予算(第 5 号)を、別紙のとおり議会の議決を

求める。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 

 

-20-



令和８年度　橋本市一般会計補正予算（第５号）  

 

令和８年度橋本市の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところ

による。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 189,894 千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 32,614,544 千円とする。 

２　歳入歳出補正予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。 

 

（債務負担行為の補正） 

第２条　債務負担行為の追加は、「第２表　債務負担行為補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第３条　地方債の変更は、「第３表　地方債補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年８月３１日　提出  

橋本市長　　平　木　哲　朗　　  
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

138,180367137,81313 分 担 金 及 び 負 担 金

131,698367131,3312 負 担 金

393,18324393,15914 使 用 料 及 び 手 数 料

284,03924284,0151 使 用 料

4,918,41750,1354,868,28215 国 庫 支 出 金

1,973,11150,1351,922,9762 国 庫 補 助 金

2,699,66196,9632,602,69816 県 支 出 金

1,011,78296,933914,8492 県 補 助 金

213,32430213,2943 委 託 金

586,88211,450575,43218 寄 附 金

586,88211,450575,4321 寄 附 金

3,446,744△4,7113,451,45519 繰 入 金

36,5148,70727,8071 特 別 会 計 繰 入 金

3,410,230△13,4183,423,6482 基 金 繰 入 金

611,1876,266604,92121 諸 収 入

532,1896,266525,9235 雑 入

1,546,00029,4001,516,60022 市 債

1,546,00029,4001,516,6001 市 債

32,614,544189,89432,424,650歳 入 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

3,881,79313,7603,868,0332 総 務 費

3,309,73413,6483,296,086 1 総 務 管 理 費

54,79411254,682 5 選 挙 費

13,126,92396,69713,030,2263 民 生 費

7,017,87235,9496,981,923 1 社 会 福 祉 費

5,417,98160,7485,357,233 2 児 童 福 祉 費

3,418,31626,6363,391,6804 衛 生 費

824,414318824,096 1 保 健 衛 生 費

1,389,87414,4421,375,432 2 清 掃 費

100,29711,87688,421 3 上 水 道 整 備 費

1,111,0342,3861,108,6486 農 林 水 産 業 費

1,023,7282,3861,021,342 1 農 業 費

1,160,3471,3901,158,9577 商 工 費

1,160,3471,3901,158,957 1 商 工 費

2,419,9619,5982,410,3638 土 木 費

1,072,5621,2001,071,362 4 都 市 計 画 費

395,7738,398387,375 5 住 宅 費

1,303,7104,2561,299,4549 消 防 費

1,303,7104,2561,299,454 1 消 防 費

2,979,49335,1712,944,32210 教 育 費

679,00022,814656,186 1 教 育 総 務 費

349,4102,627346,783 2 小 学 校 費

173,1215,110168,011 3 中 学 校 費

914,901619914,282 5 社 会 教 育 費

818,1774,001814,176 6 保 健 体 育 費

32,614,544189,89432,424,650歳 出 合 計
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債　務　負　担　行　為　補　正第２表

（追　加） （単位：千円）

事　　　　　　項 期　　　　　　　間 限　　　度　　　額

橋梁撤去工事委託 令和 8年度から令和 9年度まで 78,459

いきいきルーム運営委託 令和 8年度から令和11年度まで 6,520

光回線使用料 令和 8年度から令和14年度まで 15,143
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限 度 額 起債の方法 限 度 額 起債の方法

千円 千円

社 会 福 祉 施 設 整 備 事 業 66,400 62,600

公共施設等適正管理推進事業 592,500 596,800

デ ジ タ ル 活 用 推 進 事 業 27,600 46,200

上 水 道 整 備 事 業 66,700 77,000

第３表　地方債補正

（変     更）

補　　　　正　　　　前 補　　　　正　　　　後

利   率 償還の方法 利   率 償還の方法
起　債　の　目  的

証書借入
又　　は
証券発行

 5.0％　以内
ただし、利率見直し方
式で借り入れる公的資
金について、利率の見
直しを行った後におい
ては、当該見直し後の
利率。

借入先の融通条件による。
ただし、市財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を
短縮もしくは繰上償還又は
低利に借換えることができ
る。

証書借入
又　　は
証券発行

 5.0％　以内
ただし、利率見直し方式
で借り入れる公的資金に
ついて、利率の見直しを
行った後においては、当
該見直し後の利率。

借入先の融通条件による。
ただし、市財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を
短縮もしくは繰上償還又は
低利に借換えることができ
る。
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議案第 2号 

 

 

 

 

令和 8 年度橋本市国民健康保険特別会計補正予算(第 1 号)につい

て 

 

 

 

　令和 8 年度橋本市国民健康保険特別会計補正予算(第 1 号)を、別紙のとおり

議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 
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令和 8 年度　橋本市国民健康保険特別会計補正予算（第 1 号）  

 

令和 8 年度橋本市の国民健康保険特別会計補正予算（第 1 号）は、次に

定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 28,802 千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 6,743,776 千円とする。 

２　歳入歳出補正予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年８月３１日　提出  

橋本市長　　平　木　哲　朗　　  
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

8,955678,8883 国 庫 支 出 金

8,955678,8881 国 庫 補 助 金

13,67313,67217 繰 越 金

13,67313,67211 繰 越 金

36,08315,06321,0208 諸 収 入

22,24515,0637,1822 雑 入

6,743,77628,8026,714,974歳 入 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

33,50628,8024,7046 諸 支 出 金

24,79720,0954,702 1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金

8,7098,7072 2 繰 出 金

6,743,77628,8026,714,974歳 出 合 計
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議案第 3号 

 

 

 

 

令和 8年度橋本市介護保険特別会計補正予算(第 1号)について 

 

 

 

　令和 8 年度橋本市介護保険特別会計補正予算(第 1 号)を、別紙のとおり議会

の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 
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令和 8 年度　橋本市介護保険特別会計補正予算（第 1 号）  

 

令和 8 年度橋本市の介護保険特別会計補正予算（第 1 号）は、次に定め

るところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 60,269 千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 6,818,640 千円とする。 

２　歳入歳出補正予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。 

 

（債務負担行為） 

第２条　地方自治法第 214 条の規定により債務を負担する行為をすること

ができる事項、期間及び限度額は、「第２表　債務負担行為」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年８月３１日　提出  

橋本市長　　平　木　哲　朗　　  
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

1,488,51525,1821,463,3333 国 庫 支 出 金

1,120,71219,0841,101,6281 国 庫 負 担 金

367,8036,098361,7052 国 庫 補 助 金

1,762,44118,2581,744,1834 支 払 基 金 交 付 金

1,762,44118,2581,744,1831 支 払 基 金 交 付 金

949,8593,951945,9085 県 支 出 金

44,7523,95140,8012 県 補 助 金

4,2704,26916 財 産 収 入

4,2704,26911 財 産 運 用 収 入

1,322,6461571,322,4897 繰 入 金

1,116,8131571,116,6561 一 般 会 計 繰 入 金

8,4538,45218 繰 越 金

8,4538,45211 繰 越 金

6,818,64060,2696,758,371歳 入 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

312,779444312,3353 地 域 支 援 事 業 費

235,745444235,301 2 介護予防・生活支援サービス事業費

51,37451,37314 基 金 積 立 金

51,37451,3731 1 基 金 積 立 金

34,0878,45225,6355 諸 支 出 金

11,0558,4522,603 1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金

6,818,64060,2696,758,371歳 出 合 計
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債　務　負　担　行　為第２表

（単位：千円）

事　　　　　　項 期　　　　　　　間 限　　　度　　　額

いきいきルーム運営委託 令和 8年度から令和11年度まで 58,677

介護認定調査事務委託 令和 8年度から令和11年度まで 121,452
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議案第 4号 

 

 

 

 

令和 8 年度橋本市工業団地造成事業特別会計補正予算(第 1 号)に

ついて 

 

 

 

　令和 8 年度橋本市工業団地造成事業特別会計補正予算(第 1 号)を、別紙のと

おり議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 
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令和 8 年度　橋本市工業団地造成事業特別会計補正予算（第 1 号） 

 

令和 8 年度橋本市の工業団地造成事業特別会計補正予算（第 1 号）は、

次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 1,658 千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 128,319 千円とする。 

２　歳入歳出補正予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年８月３１日　提出  

橋本市長　　平　木　哲　朗　　  
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

127,3541,658125,6963 繰 入 金

127,3541,658125,6961 基 金 繰 入 金

128,3191,658126,661歳 入 合 計
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歳 出

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

（単位：千円）

111,9461,658110,2881 工 業 団 地 造 成 事 業 費

111,9461,658110,288 1 工 業 団 地 造 成 事 業 費

128,3191,658126,661歳 出 合 計
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議案第 5号 

 

 

 

 

令和 8年度橋本市水道事業会計補正予算(第 1号)について 

 

 

 

　令和 8 年度橋本市水道事業会計補正予算(第 1 号)を、別紙のとおり議会の議

決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 
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第１条 令和８年度橋本市水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

第２条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

(収入）

(支出）

　（資本的収入及び支出の補正）

第３条 予算第４条に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する（資本的収入額

　が資本的支出額に対して不足する額1,594,413千円は、過年度分損益勘定留保資金等479,540

　千円、当年度分損益勘定留保資金等749,050千円、建設改良積立金365,823千円で補てんするも

　のとする。）。

(収入）

(支出）

令和８年度　橋本市水道事業会計補正予算（第１号）

　（総　則）

　（収益的収入及び支出の補正）

（単位：千円）

科　　　　目 既決予定額 補　正　額 計

第１款　水道事業収益 1,830,566 1,549 1,832,115

第２項　営業外収益 396,164 1,549 397,713

（単位：千円）

科　　　　目 既決予定額 補　正　額 計

第１款　水道事業費用 1,932,434 4,084 1,936,518

第１項　営業費用 1,864,762 3,684 1,868,446

第３項　特別損失 847 400 1,247

（単位：千円）

科　　　　目 既決予定額 補　正　額 計

第１款　資本的収入 532,486 7,747 540,233

第１項　国庫支出金 42,600 △ 33,480 9,120

第４項　出資金 67,320 10,327 77,647

第８項　企業債 374,400 30,900 405,300

（単位：千円）

科　　　　目 既決予定額 補　正　額 計

第１款　資本的支出 1,734,646 400,000 2,134,646

第６項　投資 0 400,000 400,000
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　（企業債の補正）

第４条 予算第６条に定めた起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法を次の

　とおり補正する。

起債 起債 利率 償還

の の の

方法 方法 方法

374,400 証 書  借入先の融 補 正 補 正 補 正

千円 借 入  通条件によ 千円 前 に 前 に 前 に

 る。 同 じ 同 じ 同 じ

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第５条 予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。

　令和８年８月３１日　提　出

橋本市長　平木　哲朗

補正前 補正後

5%以内 405,300 

（単位：千円）

科　　　　目 既決予定額 補　正　額 計

（１）職員給与費 173,714 3,684 177,398

起債
の
目的 限度額 利率 償還の方法 限度額

拡張費
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議案第 6号 

 

 

 

 

令和 8年度橋本市下水道事業会計補正予算(第 1号)について 

 

 

 

　令和 8 年度橋本市下水道事業会計補正予算(第 1 号)を、別紙のとおり議会の

議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 
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第１条 令和８年度橋本市下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

第２条 予算第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり補正する。

(支出）

第３条 予算第４条に定めた資本的収入の予定額を次のとおり補正する。

(収入）

　（企業債の補正）

第４条 予算第６条に定めた起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法を次のとお

　り補正する。

起債 起債 償還

の の の

方法 方法 方法

下水道 証 書 補 正 補 正 補 正

事業 借 入 前 に 前 に 前 に

同 じ 同 じ 同 じ

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第５条　予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。

（１）　職員給与費

　令和８年８月３１日　提　出
橋本市長　平木　哲朗

令和８年度　橋本市下水道事業会計補正予算（第１号）

　（総　則）

　（収益的支出の補正）

（単位：千円）

科　　　　目 既決予定額 補　正　額 計

第１款　下水道事業費用 1,904,308 824 1,905,132

第１項　営業費用 1,747,720 156 1,747,876

第２項　営業外費用 150,683 468 151,151

第３項　特別損失 405 200 605

　（資本的収入の補正）

（単位：千円）

科　　　　目 既決予定額 補　正　額 計

第１款　資本的収入 1,010,188 7,400 1,017,588

第７項　企業債 692,700 7,400 700,100

補正前 補正後

692,700  5.0%以内  借入先の融 700,100

　　　 千円  通条件によ 　　　 千円

 る。

（単位：千円）

科　　　　　目 既決予定額 補　正　額 計

86,255 156 86,411

起債の
目的 限度額 利率 償還の方法 限度額 利率
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議案第 7 号

橋本市立中学校の部活動地域展開推進協議会条例について

橋本市立中学校の部活動地域展開推進協議会条例について、別紙のとおり定

めたいので、議会の議決を求める。

令和 8 年 8 月 31 日 提出

橋本市長 平木 哲朗
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橋本市立中学校の部活動地域展開推進協議会条例 

 

(設置) 

第 1 条　市立中学校における部活動の地域展開を地域のスポーツ団体や文化芸

術団体等と連携して取り組むため、附属機関として橋本市立中学校の部活動

地域展開推進協議会(以下「協議会」という。)を設置する。 

(所掌事務) 

第 2 条　協議会は、次に掲げる事項について協議するものとする。 

(1)　運動部活動及び文化部活動の地域展開に関すること。 

(2)　部活動の地域展開に関わって地域との連携に関すること。 

(3)　その他橋本市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が必要と認め

る事項に関すること。 

(組織) 

第 3条　協議会は、委員 15人以内をもって組織し、次に掲げる者から教育委員

会が委嘱し、又は任命する。 

(1)　市立中学校長の代表者 

(2)　市立小学校長の代表者 

(3)　伊都地方中学校体育連盟の代表者 

(4)　市立中学校の運動部顧問の代表者 

(5)　市立中学校の文化部顧問の代表者 

(6)　橋本市スポーツ協会の代表者 

(7)　橋本市文化協会の代表者 

(8)　市立小中学校児童生徒の保護者 

(9)　その他教育委員会が必要と認める者 

(任期) 

第 4 条　委員の任期は 2年とし、再任を妨げない。 

2　委員が欠けた場合の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

(会長) 

第 5 条　協議会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

2　会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

3　会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を

代理する。 

(会議) 

第 6 条　協議会の会議(以下「会議」という。)は、会長が招集し、会議の議長

となる。 

2　協議会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開き、議決をすること
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ができない。 

3　会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

4　協議会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、

その説明又は意見を聞き、またこの者から必要な資料の提出を求めることが

できる。 

5　第1項の規定にかかわらず、会長を決定する前に招集する会議は、教育委員

会が招集する。 

(報酬等) 

第 7 条　協議会の委員の報酬及び費用弁償の額並びに支給方法は、橋本市報酬

及び費用弁償等支給条例(平成 18 年橋本市条例第 56 号)の定めるところによ

る。 

(庶務) 

第 8 条　協議会の庶務は、生涯学習課において処理する。 

(委任) 

第 9 条　この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、教

育委員会が別に定める。 

附　則 

(施行期日) 

1　この条例は、公布の日から施行する。 

(準備行為) 

2　協議会の委員の選任のために必要な行為その他協議会の設置のために必要

な行為は、この条例の施行前においても行うことができる。 
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議案第 8号 

 

 

 

 

橋本市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 

 

 

 

　橋本市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について、別紙のとお

り定めたいので、議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 

 

-47-



橋本市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例  

 

橋本市職員の給与に関する条例 (平成 18年橋本市条例第 62号 )の一部を次のように改正する。なお、改正部分

は、次の表中下線の部分である。  

 

　　　附　則  

この条例は、令和8年 10月 1日から施行する。

 改 正 後 改 正 前

 第 13条 　 職 員 に は 給 料 の ほ か に 、 こ の 節 の 定 め る と こ ろ に 従 っ

て 手 当 を 支 給 す る 。

第 13条 　 職 員 に は 給 料 の ほ か に 、 こ の 節 の 定 め る と こ ろ に 従 っ

て 手 当 を 支 給 す る 。

 (1)～ (4)　 略 (1)～ (4)　 略

 (5)　 選 挙 事 務 従 事 手 当

 (6)～ (17)　 略 (5)～ (16)　 略

 (特 殊 勤 務 手 当 ) (特 殊 勤 務 手 当 )

 第 15条 　 略 第 15条 　 略

 (選 挙 事 務 従 事 手 当 )

 第 15条 の 2　 公 職 選 挙 法 (昭 和 25年 法 律 第 100号 )に 基 づ く 選 挙 事

務 及 び こ れ に 準 ず る も の と し て 規 則 で 定 め る 事 務 の う ち 規 則

で 定 め る も の に 、 正 規 の 勤 務 時 間 外 に お い て 従 事 し た 職 員 に

は 、 選 挙 事 務 従 事 手 当 を 支 給 す る 。  

2　 前 項 の 規 定 に よ り 選 挙 事 務 従 事 手 当 を 支 給 す る 勤 務 に つ い

て は 、 第 16条 の 規 定 に よ る 時 間 外 勤 務 手 当 及 び 第 17条 の 規 定

に よ る 夜 間 勤 務 手 当 は 、 支 給 し な い 。  

3　 選 挙 事 務 従 事 手 当 の 額 は 、 国 会 議 員 の 選 挙 等 の 執 行 経 費 の

基 準 に 関 す る 法 律 (昭 和 25年 法 律 第 179号 )の 規 定 に よ り 算 定

し た 超 過 勤 務 手 当 の 1時 間 当 た り の 単 価 を 基 礎 と し て 算 定 し

た 額 を 超 え な い 範 囲 内 で 、 規 則 で 定 め る 額 と す る 。  

4　 前 各 項 に 定 め る も の の ほ か 、 選 挙 事 務 従 事 手 当 の 支 給 に 関

し 必 要 な 事 項 は 、 規 則 で 定 め る 。  
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議案第 9号 

 

 

 

 

橋本市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部

を改正する条例について 

 

 

 

　橋本市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する

条例について、別紙のとおり定めたいので、議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 
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橋本市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例  

 

　橋本市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 (令和元年橋本市条例第 23号 )の一部を次のように

改正する。なお、改正部分は、次の表中下線の部分である。  

 

 改 正 後 改 正 前

 (給 与 ) (給 与 )

 第 2条 　 前 条 の 給 与 と は 、 法 第 22条 の 2第 1項 第 2号 に よ り 採 用 さ

れ た 会 計 年 度 任 用 職 員 (以 下 「 フ ル タ イ ム 会 計 年 度 任 用 職

員 」 と い う 。 )に あ っ て は 、 給 料 、 地 域 手 当 、 通 勤 手 当 、 時

間 外 勤 務 手 当 、 夜 間 勤 務 手 当 、 宿 日 直 手 当 、 特 殊 勤 務 手 当 、

選 挙 事 務 従 事 手 当 、 期 末 手 当 、 勤 勉 手 当 及 び 退 職 手 当 を い

い 、 同 項 第 1号 に よ っ て 採 用 さ れ た 会 計 年 度 任 用 職 員 (以 下

「 パ ー ト タ イ ム 会 計 年 度 任 用 職 員 」 と い う 。 )に あ っ て は 、

報 酬 、 期 末 手 当 及 び 勤 勉 手 当 を い う 。

第 2条 　 前 条 の 給 与 と は 、 法 第 22条 の 2第 1項 第 2号 に よ り 採 用 さ

れ た 会 計 年 度 任 用 職 員 (以 下 「 フ ル タ イ ム 会 計 年 度 任 用 職

員 」 と い う 。 )に あ っ て は 、 給 料 、 地 域 手 当 、 通 勤 手 当 、 時

間 外 勤 務 手 当 、 夜 間 勤 務 手 当 、 宿 日 直 手 当 、 特 殊 勤 務 手 当 、

期 末 手 当 、 勤 勉 手 当 及 び 退 職 手 当 を い い 、 同 項 第 1号 に よ っ

て 採 用 さ れ た 会 計 年 度 任 用 職 員 (以 下 「 パ ー ト タ イ ム 会 計 年

度 任 用 職 員 」 と い う 。 )に あ っ て は 、 報 酬 、 期 末 手 当 及 び 勤

勉 手 当 を い う 。

 2・ 3　 略 2・ 3　 略

 (準 用 ) (準 用 )

 第 6条 　 給 与 条 例 第 12条 、 第 14条 の 2、 第 15条 、 第 15条 の 2、 第 1

6条 第 1項 、 第 2項 及 び 第 4項 、 第 17条 、 第 18条 並 び に 第 22条 の

3の 規 定 は 、 フ ル タ イ ム 会 計 年 度 任 用 職 員 に つ い て 準 用 す

る 。 こ の 場 合 に お い て 、 給 与 条 例 第 16条 第 1項 、 第 2項 及 び 第

4項 並 び に 第 17条 中 「 正 規 の 勤 務 時 間 」 と あ る の は 、 「 当 該

フ ル タ イ ム 会 計 年 度 任 用 職 員 に つ い て 定 め ら れ た 勤 務 時 間 」

と 読 み 替 え る も の と す る 。

第 6条 　 給 与 条 例 第 12条 、 第 14条 の 2、 第 15条 、 第 16条 第 1項 、

第 2項 及 び 第 4項 、 第 17条 、 第 18条 並 び に 第 22条 の 3の 規 定

は 、 フ ル タ イ ム 会 計 年 度 任 用 職 員 に つ い て 準 用 す る 。 こ の 場

合 に お い て 、 給 与 条 例 第 16条 第 1項 、 第 2項 及 び 第 4項 並 び に

第 17条 中 「 正 規 の 勤 務 時 間 」 と あ る の は 、 「 当 該 フ ル タ イ ム

会 計 年 度 任 用 職 員 に つ い て 定 め ら れ た 勤 務 時 間 」 と 読 み 替 え

る も の と す る 。

 2　 略 2　 略

 (パ ー ト タ イ ム 会 計 年 度 任 用 職 員 の 特 殊 勤 務 に 係 る 報 酬 ) (パ ー ト タ イ ム 会 計 年 度 任 用 職 員 の 特 殊 勤 務 に 係 る 報 酬 )

 第 15条 　 略 第 15条 　 略

 (パ ー ト タ イ ム 会 計 年 度 任 用 職 員 の 選 挙 事 務 に 係 る 報 酬 )

 第 15条 の 2　 公 職 選 挙 法 (昭 和 25年 法 律 第 100号 )に 基 づ く 選 挙 事

務 及 び こ れ に 準 ず る も の と し て 規 則 で 定 め る 事 務 の う ち 規 則
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　　　附　則  

　この条例は、令和8年 10月 1日から施行する。  

 で 定 め る も の に 従 事 す る こ と を 命 ぜ ら れ た パ ー ト タ イ ム 会 計

年 度 任 用 職 員 に は 、 選 挙 事 務 に 係 る 報 酬 を 支 給 す る 。

 2　 前 項 の 選 挙 事 務 に 係 る 報 酬 の 額 及 び そ の 支 給 に 関 し 必 要 な

事 項 は 、 規 則 で 定 め る 。

 3　 第 1項 の 報 酬 を 支 給 す る 勤 務 に つ い て は 、 第 13条 及 び 第 14条

の 規 定 に よ る 報 酬 は 、 支 給 し な い 。
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議案第 10 号 

 

 

 

 

橋本市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

 

 

 

　橋本市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例について、別紙の

とおり定めたいので、議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 
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橋本市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

橋本市職員の退職手当に関する条例 (平成 18年橋本市条例第65号 )を次のように改正する。なお、改正部分は、

次の表中下線の部分である。

附 則

この条例は、令和 8年 10月 1日から施行する。

改 正 後 改 正 前

(退 職 手 当 の 支 払 ) (退 職 手 当 の 支 払 )

第 2条 の 3 次 条 及 び 第 7条 の 5の 規 定 に よ る 退 職 手 当 (以 下「 一 般

の 退 職 手 当 」と い う 。)並 び に 第 12条 の 規 定 に よ る 退 職 手 当 は 、

職 員 が 退 職 し た 日 か ら 起 算 し て 1月 以 内 に 支 払 わ な け れ ば な

ら な い 。 た だ し 、 死 亡 に よ り 退 職 し た 者 に 対 す る 退 職 手 当 の

支 給 を 受 け る べ き 者 を 確 知 す る こ と が で き な い 場 合 そ の 他 特

別 の 事 情 が あ る 場 合 は 、 こ の 限 り で な い 。

第 2条 の 3 こ の 条 例 の 規 定 に よ る 退 職 手 当 は 、 こ の 条 例 の 規 定

に よ り そ の 支 給 を 受 け る べ き 者 の 同 意 を 得 た 場 合 に は 、 地 方

自 治 法 (昭 和 22年 法 律 第 67号 )第 235条 の 規 定 に よ り 指 定 し た

金 融 機 関 を 支 払 人 と す る 小 切 手 を 振 り 出 す 方 法 に よ り 支 払 う

こ と が で き る 。

2 次 条 及 び 第 7条 の 5の 規 定 に よ る 退 職 手 当 (以 下 「 一 般 の 退 職

手 当 」と い う 。 )並 び に 第 12条 の 規 定 に よ る 退 職 手 当 は 、職 員

が 退 職 し た 日 か ら 起 算 し て 1月 以 内 に 支 払 わ な け れ ば な ら な

い 。 た だ し 、 死 亡 に よ り 退 職 し た 者 に 対 す る 退 職 手 当 の 支 給

を 受 け る べ き 者 を 確 知 す る こ と が で き な い 場 合 そ の 他 特 別 の

事 情 が あ る 場 合 は 、 こ の 限 り で な い 。
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議案第 11 号 

 

 

 

 

橋本市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例につ

いて 

 

 

 

　橋本市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例について、別紙

のとおり定めたいので、議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 
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橋本市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 

橋本市病院事業の設置等に関する条例(平成 18 年橋本市条例第 216 号)の一部を次のように改正する。なお、改正部分は、次

の表中下線の部分である。 

 

附　則 

この条例は、令和 8 年 10 月 1 日から施行する。 

 改正後 改正前

 (経営の基本) 
第 2 条　略 
2・3　略 
4　病床数は、次のとおりとする。 

(1)　一般病床　250 床 
　

(経営の基本) 
第 2 条　略 
2・3　略 
4　病床数は、次のとおりとする。 

(1)　一般病床　300 床 
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議案第 12 号 

 

 

 

 

橋本市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例につい

て 

 

 

 

　橋本市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について、別紙の

とおり定めたいので、議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 
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橋本市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例  

 

橋本市消防団員等公務災害補償条例 (平成 18年橋本市条例第 224号 )の一部を改正する。なお、改正部分は次

の表中下線の部分である。  

 

　　　附　則  

(施行期日 ) 

1　この条例は、公布の日から施行し、令和 8年 4月 1日から適用する。  

(経過措置 ) 

2　この条例による改正後の橋本市消防団員等公務災害補償条例 (以下「新条例」という。 )第 18条の規定は、

この条例の適用の日 (以下「適用日」という。 )以後に支給すべき事由の生じた同条例第 4条第 7号に規定する

葬祭補償について適用し、適用日前に支給すべき事由の生じた同号に規定する葬祭補償については、なお従

前の例による。  

(補償の内払 ) 

3　適用日からこの条例の施行の日 (以下「施行日」という。 )の前日までの間においてこの条例による改正前

の橋本市消防団員等公務災害補償条例第 18条の規定に基づく葬祭補償 (適用日から施行日の前日までの間に

支給すべき事由が生じたものに限る。 )として支払われた金額は、新条例第 18条の規定に基づく葬祭補償の

内払とみなす。

 改 正 後 改 正 前

 (葬 祭 補 償 ) (葬 祭 補 償 )

 第 18条 　 非 常 勤 消 防 団 員 等 が 公 務 に よ り 、 又 は 消 防 作 業 等 に 従

事 し 、 若 し く は 救 急 業 務 に 協 力 し 、 若 し く は 応 急 措 置 の 業 務

に 従 事 し た こ と に よ り 、 死 亡 し た 場 合 に お い て は 、 市 は 、 葬

祭 を 行 う 者 に 対 し て 、 葬 祭 補 償 と し て 、 33万 円 に 補 償 基 礎 額

の 30倍 に 相 当 す る 金 額 を 加 え た 金 額 を 支 給 す る 。  

　

第 18条 　 非 常 勤 消 防 団 員 等 が 公 務 に よ り 、 又 は 消 防 作 業 等 に 従

事 し 、 若 し く は 救 急 業 務 に 協 力 し 、 若 し く は 応 急 措 置 の 業 務

に 従 事 し た こ と に よ り 、 死 亡 し た 場 合 に お い て は 、 市 は 、 葬

祭 を 行 う 者 に 対 し て 、 葬 祭 補 償 と し て 、 31万 5,000円 に 補 償

基 礎 額 の 30倍 に 相 当 す る 金 額 を 加 え た 金 額 を 支 給 す る 。
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議案第 13 号 

 

 

 

 

市道路線の認定について 

 

 

 

　道路法(昭和 27年法律第 180 号)第 8条第 1項の規定により、市道路線を別紙

のとおり認定したいので、同条第 2項の規定により、議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 
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起点（から） 延　　長 幅　　員

終点（まで） （M) （M)

さつき台二丁目21-1番地先

さつき台二丁目21-9番地先

さつき台二丁目25-1番地先

さつき台二丁目25-9番地先

さつき台二丁目25-18番地先

さつき台二丁目25-10番地先

胡麻生340-6番地先

胡麻生340-10番地先

認　定　路　線　調　書

分　類番　号 路線名称 備　考

1 1850 さつき台40号線 106.00 5.40～12.50

2 1851 さつき台41号線 106.00 6.00～13.20

3 1852 さつき台42号線 106.00 5.40～12.50

4 1853 胡麻生区内18号線 59.50 6.00～13.00
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議案第 14 号 

 

 

 

 

市道路線の変更について 

 

 

 

　道路法(昭和 27 年法律第 180 号)第 10 条第 2 項の規定により、市道路線を別

紙のとおり変更したいので、同条第 3 項において準用する同法第 8 条第 2 項の

規定により、議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 
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起点（から） 延　　長 幅　　員

終点（まで） （M) （M)

さつき台二丁目17-1番地先

さつき台二丁目476-55番地先

さつき台二丁目17-1番地先

さつき台二丁目476-43番地先

さつき台二丁目13-1番地先

さつき台二丁目476-56番地先

さつき台二丁目13-1番地先

さつき台二丁目476-44番地先

変　更　路　線　調　書

分類 新　旧 番　号 路線名称 備　考

1

新 1831 さつき台36号線 222.50 6.00～13.10
延長追加
80.9ｍ

旧 1831 さつき台36号線 141.60 6.00～13.10

2

新 1832 さつき台37号線 202.80 6.00 
延長追加
93.1ｍ

旧 1832 さつき台37号線 109.70 6.00 
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議案第 15 号

工事請負契約の締結について

紀望の里北側用地施設新築工事について､下記のとおり請負契約を締結した

いので､橋本市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例(平成 18 年橋本市条例第 67 号)第 2 条の規定により議会の議決を求める｡

令和 8 年 8 月 31 日 提出

橋本市長 平木 哲朗

記

1 工事名

紀望の里北側用地施設新築工事

2 契約の方法

制限付一般競争入札

3 契約金額

189,213,200 円

4 契約の相手方

所 在 地 和歌山県橋本市神野々1145 番地の１

名 称 株式会社 まえだ住宅設備

代 表 者 代表取締役 前田 陽一郎
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選第 1号 

 

 

 

 

人権擁護委員候補者の推薦について 

 

 

 

　人権擁護委員候補者として、下記の者を推薦したいので、人権擁護委員法

(昭和 24 年法律第 139 号)第 6 条第 3項の規定により、議会の意見を求める。 

 

 

 

 

 

令和 8年 8月 31 日　提出 

 

 

橋本市長　　平木　哲朗 

 

 

記 

 

 

　　

　　氏　　名　　山本　耕司 
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